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第１回再エネ実装専門家ボードにおける主なご発言
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【既存住宅・集合住宅の再エネの徹底活用と断熱・省エネ対策】

• 既存住宅の改修の相談段階で、事業者が都の制度を紹介するなど情報が伝わる仕組みが大事

• 既存建物の評価について、断熱改修等に取り組んだ方が中古転売時も高く売れるなど、ファイナンス
の面からは建物の資産価値の見える化を進めることが大事

• 既存住宅含め、再エネ実装・省エネ改修についてワンストップ窓口があると良い

【都内への再エネ実装を一層拡大するための方策】

• 営農型太陽光発電については、農業が第一で、そのために太陽光を活用するスタンスが大事。モデル的
に取り組んで、それが全国に広がることを期待

• 既存のシリコン型ＰＶでも軽量タイプの開発が進展。新たにＰＶ設置可能な場所が生じていることを
踏まえた普及を推進していくことが必要

• 次世代型ソーラーセルのコストは、太陽電池の値段だけでなく、設置工事から廃棄まで全ての工程に
生じる。設置工事等のコスト低減には実装検証が必要であり、人材育成も重要

• 再エネの有効活用には、自動制御で電力需要の最適化を図るとともに、参加型で自家消費を最大化す
る仕組みも良い

• 再エネと他の施策を連携（子育て支援策や高齢者対策等）させることが必要



第２回東京都再エネ実装専門家ボード議論の視点
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• 「２０３０年カーボンハーフ」の実現に向けて、都民、事業者など多様な主体と

連携し、都が率先的にあらゆる分野で脱炭素の取組を強化することが必要

• 取組の強化に当たっては、各行政分野における社会課題の解決と再エネ実装等の

取組がWin-Winとなるようなポリシーミックスの視点が重要

• 例えば、「首都防衛」の観点から、災害時の電源確保にも資する太陽光発電設備

や蓄電池の設置等と防災対策を一体的に進める事が効果的

• 更に、再エネ実装を加速するためには、効果的な情報発信や見える化などにより

再エネ等を適切に評価・選択できる仕組みを構築し、都民や事業者など多様な主

体の行動変容を促進することが重要

課題認識



都における防災対策の現状

 避難所の収容可能人数は約320万人。自宅での居住の継続ができるなら在宅避難も選択肢の一つ。

 現状、住宅の耐震化率は92%。耐震化対策をさらに進めることで、死者数・全壊棟数を大幅に削減可能
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都内の避難所等の確保状況（令和4年4月1日現在）

避難所：約3,200か所（協定施設等を含む。）

福祉避難所：約1,600か所

避難所の収容人数：約320万人

（出典）「東京防災」を環境局加工

死者

約3200人

全壊棟数

約8.1万棟
約1200人

約3.2万棟 約500人
約1.4万棟

現状想定 1981年基準

耐震化率100%

2000年基準

耐震化率100%

耐震化（防災・減災対策）による被害軽減効果

約８割減約６割減
東京防災（抜粋）

最低でも３日分～推奨１週間分の食料を

備蓄して備えたい在宅避難

自宅での居住の継続ができるなら在宅避難をしましょ

う。避難所では、環境の変化等によって体調を崩す人

もいます。日頃から最低３日分～推奨１週間分の食料

等を備えておくとよいでしょう。

（冬・夕方／風速８ｍ/s）

※死者数は、揺れによる建物被害による死者数のみ（火災やブロック塀等による被害を除く）
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（出典）東京都防災ホームページ「身の回りで起こり得る被害の様相」を環境局加工（出典）TOKYO強靭化プロジェクト

被
災
地
を
と
り
ま
く
様
相

発災直後～１日後 ３日後～ １週間後～ １か月後～

▼停電で住宅のエレ
ベーターが停止

▼ライフライン停止等に
より、空調やトイレ等
が利用できない状態
が継続

▼ライフラインの状況に
より、空調やトイレ
等の一部が利用で
きない状態が継続

▼広範囲で停電が
発生

▼広い地域で計画
停電実施の可能
性

▼徐々に停電が減少

▼発電所の停止など、
電力供給量が不足
し、計画停電が継続
する可能性

▼安全点検の終了や
管路の復旧により、
多くの地域で供給
が再開

電
力

 首都直下地震の被害想定では、都内の停電率は最大11.9％

 発災３日後から停電は徐々に減少するが、発電所の停止など、電力供給量が不足する場合などは、
計画停電が継続する可能性

▼発災後、電力復旧までの流れ▼大規模地震時の停電発生の想定

首都直下地震時における電力供給



 災害対策の観点も含め、太陽光発電設備や蓄電池等の設置に対する補助を実施

 災害時も自宅で生活を継続しやすい「東京とどまるマンション」の普及を推進
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災害にも強く健康にも資する
断熱・太陽光住宅普及拡大事業

 災害時にも電力が確保できる太陽光発電設備や
蓄電池、Ｖ２Ｈ等の導入に対し、支援を実施

 断熱改修・省エネ設備の設置も併せて推進

 登録件数： R６年３月末時点 226件 53,744戸

 要件

 Ｒ６年度は在宅避難の更なる推進のため、ソフト面
の支援拡大、新たにハード面への支援を開始予定

ハード面への支援例

• 防災備蓄資器材
エレベーター用
防災キャビネット

ソフト面への支援例

• エレベーターや
給水ポンプの動
力源となる蓄電
池等

防災に係る都施策 ｰ 在宅避難対策等 ｰ

東京とどまるマンション

 耐震性あり

 ソフト対策(備蓄、訓練等の実施等)

 ハード対策(非常用電源の設置)



防災に係る都施策 ｰ 住宅の耐震化 ｰ

 耐震化総合相談窓口を設置し、住宅の耐震化に関する相談受付やアドバイザーの無料派遣を実施

 住宅の耐震診断や改修・建替・除却工事について、区市町村と連携し助成
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※戸建住宅等の耐震化のご案内（都市整備局）より抜粋

耐震化総合相談窓口

 耐震診断・耐震改修等に関する相談に専門的
知識をもつ相談員が対応

 アドバイザーを無料派遣

 建築士
耐震診断や耐震改修工法、建替え等について

 弁護士
耐震改修に伴う登記、相続等について

 税理士
固定資産税、改修による税の減免制度等について

 ファイナンシャルプランナー
税金や資金計画、資産運用について

助成制度

 耐震診断

 補強設計＋耐震改修工事

 建替工事

 除却工事 等

※各自治体により異なる場合あり

都内５１区市町と連携し、

耐震診断・改修等への助成を実施

（都は助成事業を行う区市町村に対して補助）

【助成メニュー】



東京都防災
アプリ

 自助・共助の更なる促進のため、都内全世帯への防災ブック「東京防災」・「東京くらし防災」の配

布等により防災意識や行動力向上を推進。その中で、各家庭における災害への「備え」の一つとし
て、ソーラーライトやソーラー式の充電器などを停電対策として案内

 新築住宅等へのＰＶ設置義務化等の制度周知において、ＰＶのメリットの一つとして「防災」を発信

防災広報・普及啓発
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防災ブック
「東京防災」・「東京くらし防災」

「東京防災」
“停電対策”

（「東京防災」89ページから抜粋）

「建築物環境報告書制度」
制度紹介リーフレット



環境性能の見える化施策（例）
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 マンションの環境性能を示したラベルの表示を義務付ける「マンション環境性能表示制度」を設け、

環境に配慮したマンションが評価される市場形成を促進

 小売電気事業者等を対象とした、再エネ利用率等の目標設定や実績の公表を義務付ける「エネルギー
環境計画書制度」により、消費者による環境に配慮した電気の選択を促進

 対象：延床面積2,000㎡以上の新築マンション建築主

 義務内容：販売や賃貸の広告にラベルを表示

 表示項目：省エネ性能、断熱性能、再エネ設備※ 等

 届出件数：1,859件（令和４年度末・累計）

マンション環境性能表示制度 エネルギー環境計画書制度

※令和７年４月からは、オンサイトの設備容量も記載

表示ラベル
（令和７年４月~）

 対象：都内に電気を供給する小売電気事業者（約290社）

 公表内容：CO2排出係数実績、再エネ利用率目標等

カーボンハーフ達成に向けて制度を強化（R６年度施行）

（情報発信関連の強化策）
閲覧性を高め、需要家が選択しやすい情報を発信

電気事業者名
▲▼

メニュー名
▲▼

調整後排出係数
▲▼

再エネ利用率
▲▼

○○株式会社 ○○○ 0.000 100％

△△株式会社 △△△ 0.200 80％

□□株式会社 □□□ 0.450 20％



第２回再エネ実装専門家ボード 議論の視点
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• 多様な行政分野との連携による再エネ拡大と社会的課題の一体的解決について、

次の視点からご議論いただきたい

✔ 再エネ実装の推進と相乗効果が見込める行政分野・社会課題

✔ 防災分野の課題解決に向けた再エネの普及拡大手法

• 再エネ拡大等の優れた取組が適切に評価され、選ばれる仕組みづくりについて、

次の視点からご議論いただきたい

✔ 都民・事業者の行動変容につながる動機付け

✔ 再エネ拡大等につながる効果的な発信手法



（参考）都政を取り巻く社会的課題

都には多様な行政分野があり、社会的課題解決に向け、各種施策を展開
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